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の鉱業部門が、所得、成長、雇用へ与え
る影響を数値化する。地域格差を研究
するにあたり、地域経済に対する鉱業部
門の寄与度を使って、資源の豊富な地
域と乏しい地域を特定する。鉱業部門
は労働市場に大きな影響を与えている

（（Ross, 2008）、（Aragón et al., 2018）、
（Batchuluun, 2021)）と考えられるため、
主に雇用に焦点を当てることにする。

本稿の残りの部分の構成は以下のと
おりである。第2節では関連した文献を
レビューする。第3節では推定方法論を
示す。第4節ではデータについて説明し、

鉱業部門が際立つ地域の特定方法につ
いて説明する。第5節では推定結果につ
いて考察する。最後に、第6節で結論を
まとめる。

2．文献レビュー

天然資源は、国の生産力において重
要な原資としての役割を果たしてい
る。つまり、資源が豊富にあるという
ことは経済発展にとって良いはずであ
る。しかし、資源を豊富に有する国々
の多くは、経済発展の面で資源が乏し

1．はじめに

地方経済は実質的な所得成長の恩恵を
等しく受けているのか、それとも鉱業が牽引
する成長は、モンゴルの開発成果において
地域格差を増大させているのか。モンゴル
は銅、金、石炭、鉄、石油の埋蔵量を誇る
資源豊富な開発途上国である。鉱業部門
は2000年代半ばに急拡大し、2018年まで
には GDP の約25％に相当する最大の経済
部門となり、輸出全体の80％を超えるまでと
なった（図1）。経済成長は鉱業部門の盛り
上がりと共に加速した。鉱業が牽引する急
速な経済成長により、一人当たりGDPは過
去20年で、実質ベースで2倍以上となった。
2018年の一人当たりGDPは4210ドル（実質

ドル）であった。しかし、鉱業地域と非鉱業
地域における所得と雇用の差は過去20年に
わたり大幅に広がった。

モンゴル国内の鉱業開発が地域格差
へ与える影響についての文献は限られ
ている。Batdelger & Zagdbazar（2022）
は家計調査のデータを使って、鉱業開発
が鉱業産出地域の住民世帯の生計にプ
ラスの影響を与えていることを証明して
いる。つまり、この結果は鉱業地域と非
鉱業地域の間で所得格差が拡大してい
ることを示唆している。本稿では、2000
年から2021年の経済指標に関する調査
データを使い、各県1とウランバートル
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1 ［訳注］県（エイマグ）はモンゴルの行政単位のことである。モンゴルは21のエイマグと首都ウランバートルとに分けられている。
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図1　GDP（2005年価格、100万トゥグルグ）

出所：Mongolian Statistical Information Service, 1212.mn
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い国々から遅れをとっている（Zhang 
et al., 2009）。「資源の呪い」と呼ばれる
この現象に関する文献は多くある。こ
れらの文献は主にその国の統計や各国
とのデータ比較に焦点を当て、豊富な
資源の保有が低・中所得国の開発成果
に及ぼす悪影響について重要な証拠を
示した（（Mehlum et al., 2006）、（Auty, 
2007）、（Ross, 2015）、（Ross, 2018））。
資源への依存は制度的な質を低下さ
せ、ある種の腐敗を助長し、武力衝突
の引き金となる。

しかし、最近では、鉱業部門の国内
での影響に注目が移っている（Cust & 
Poelhekke, 2015）。国内での影響は少
なくとも２つの理由で重要である。第
1に、「資源の呪い」の発現に至る重要
な伝達メカニズムがそこに存在してい
る可能性がある。第２に、資源の豊か
さが経済的・社会的な成果において地
域格差を生じさせる可能性がある。鉱
業部門が与える地域格差への影響に関
する文献は増えている。様々な研究で、
鉱業プロジェクトが有意なプラスの福
祉効果を地方にもたらすことが証明
されている（（Aragón & Rud, 2013）、

（Lippert, 2014））。さらに、資源採掘
は地域間の不平等を深刻化させてい
る（Loayza et al., 2013）。Kotsadam と
Tolonen によれば、鉱山の生産開始は
その地域の労働市場や経済構造に影
響を与え、性差による雇用効果をも
たらしている（Kotsadam & Tolonen, 
2016）。

鉱業部門がモンゴルの地域格差に
与える影響に関する文献は限られて
いる。Batdelger と Zagdbazar は家計
社会経済調査のデータと鉱業生産に
関連するデータを使い、鉱業が地域
世帯の生計に与える影響を研究した

（Batdelger & Zagdbazar, 2022）。彼ら
は鉱業生産が著しい県を鉱業生産県と
判定し、処理群に割り当てた。研究に
よれば、鉱業生産県における実質収入
と実質消費は非生産県よりもそれぞれ
15.3％と14.7％高かった。

本稿は、各県と UB の経済活動に関
するパネルデータを使って、鉱業地域
と非鉱業地域の収入・成長・変動・雇用

の格差についてまとめた。さらに、鉱
業部門が地域経済における雇用に与え
る影響について立証する。

3．方法論

差分の差分（DD）法を使い、鉱業
部門が雇用に与える影響を推定する。
2001～2007年を「鉱業ブーム前」の時
期、2008～2021年を「鉱業ブーム後」の
時期と表す。この手法によって、制御群
における雇用の変化を使って共通の時
間効果を制御し、鉱業ブーム前後での
処理群の雇用の変化を比較して鉱業部
門の影響を推定する。処理群は、鉱業
部門の発展の影響を受けた県、つまり
鉱業地域にある県で構成される。制御
群には非鉱業部門に属する県を用いる。
これらの県では、地域経済に対する鉱
業部門からの寄与がほとんど無いか、
もしくは何も無い。DD 推定には、鉱業
ブームが無かったとした場合に、処理
群と制御群の雇用が共通の時間的推移
をたどることが必要である。

雇用への処理効果を推定するため、
以下の DD 法を想定する。

𝐸𝑀𝑃𝑖𝑡=

𝛼𝑡+𝛾𝑀𝑖𝑡+𝛿𝐼(𝑡≥𝑠)+𝛽𝑀𝑖𝑡𝐼(𝑡≥𝑠)+𝑋𝑖𝜃+𝑒𝑖𝑡

𝑖 は県を示し、𝐸𝑀𝑃𝑖𝑡 は時点 𝑡 での就
業率、𝑀𝑖𝑡 は 𝑡 年に県が鉱業地域の一
部である場合に１に等しいダミー変数、
𝐼(𝑡≥𝑠) はその時点が鉱業ブーム後である
場合に１に等しい指示関数、𝑀𝑖𝑡𝐼(𝑡≥𝑠) は
𝐼(𝑡≥𝑠) と 𝑀𝑖𝑡 間の交互作用項、𝛼𝑡 は年固
定効果、𝑋𝑖 は県の特性関数、𝑒𝑖𝑡 は誤差項
とする。パラメーター 𝛽 は鉱業ブームの効
果を反映する。処理群と制御群の共通の
傾向は年固定効果によって表される。

4．データ

本節では、GDP、一人あたりの GDP、
雇用に関する国家統計局（NSO）の年間
データについて説明する。GDP と雇用
については国家・地域レベルで統計が
揃っている。対象期間は2000～2021年
とする。

鉱業生産が総生産に占める割合を基
に、それぞれの地域を鉱業地域か非鉱
業地域かに分類する。2010～2021年
の鉱業部門の平均的な割合は21.8％で
あった。地域の鉱業部門の割合が国の
平均値を上回れば鉱業地域として、平
均値を下回れば非鉱業地域として分類
する。この分類によって、21の地域のう
ち、6地域が鉱業地域に分類され、UB
を含むその他の地域は非鉱業地域に分
類された。

図4.1で示されているとおり、鉱業部
門が占める割合はオルホン地域が最も
高い一方、アルハンガイ地域にはほと
んど無い（0.04％）。閾値を基準とする
と、ウランバートルは国の平均値である
21.8％をわずかに下回るため、非鉱業地
域に該当する。

図4.2では、2005年以降の鉱業地域
と非鉱業地域とでは一人当たり実質
GDP に明らかに差があることが示され
ている。2006年の鉱業地域の一人当た
り GDP 平均は非鉱業地域の一人当た
り GDP 平均よりも126％高くなった。そ
れ以降もこの差は変化しているものの、
30％以上を保っている。この格差は鉱
業地域の一人当たり GDP の高成長率に
よってもたらされている。

鉱業地域の一人当たり GDP は非鉱業
地域よりも急速に増加している。しかし、
鉱業地域の成長率は非鉱業地域と比べ
て変動が大きい。表4.1は工業地域と非
鉱業地域の一人当たり GDP の年間成長
率と標準偏差を示している。鉱業地域
の一人当たり GDP の成長率では、変動
率が高いことが分かる。

鉱業地域と非鉱業地域の格差には、
その他に就業率がある。前述したとお
り、所得水準は非鉱業地域よりも鉱業地
域の方が高い。しかし、2008年以降は
鉱業地域の就業率の低下が非鉱業地域
よりも速いペースで進んでいることが分
かる（図4.3）。鉱業地域の就業率が2000
～2008年は66.5％であったのに対して、
2009～2021年には56.6％であった。

就業率の低下に加え、鉱業地域では
就業率の男女格差が拡大する傾向にあ
る。モンゴルでは過去10年にわたり就
業率の男女格差が拡大している。しか
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しながら、鉱業地域における格差は非鉱
業地域よりもさらに大きく、変動が激し
い。2007年以降、鉱業地域では男性の
就業率が女性よりも高い状態となって
いる（図4.4）。この地域では男女格差も
変動が続いている。

2007年以前の（非）鉱業地域における
就業率の男女格差は、最小、最大でそ
れぞれ（6.4％）5.8％、（10％）8.8％であっ
た。2007年以降は、鉱業が影響（しない）
する地域の格差は最小で（6.8％）8.2％、
最大で（18.1％）24.6％であった。

鉱業地域と非鉱業地域の収入・雇用統
計には格差が顕著に表れている。鉱業
部門の拡大は所得水準を引き上げてい
るものの、就業率を低下させている。こ
れは鉱業部門の資本集約的な特性が原
因となっている可能性がある。鉱業部門
が拡大すると、今なおモンゴル最大の就
業先である農業部門の占める割合は減
る可能性がある。2009～2021年に鉱業
部門の就業先が占める割合は3.5％から
5％へと増加した。反対に、同時期の農
業部門おける割合は34.7％から25.9％へ
と減少した（NSO）。

5．分　析

前節で述べたデータから、その地域
が鉱業地域か非鉱業地域かによって就
業率に格差が生じている可能性がある
ことがわかる。そこで、就業率について
差分の差分分析を行った。この分析で
は、2008年前後の年別に鉱業・非鉱業地
域の就業率を比較する。

表5.1はその結果を表したものである。
この結果から、2008年以降、鉱業地域の
就業率が非鉱業地域と比べて5.2％ポイ
ント低下したことが分かる。地域の基礎
条件を制御変数に含めると、推定係数
はそのままで、精度が上がる。これらの
制御変数は、鉄道ダミー、車検合格車両
数、人口、都市人口の割合、一人当たり
GDP、携帯式給水器使用世帯数である。

6．結　論

生産に占める鉱業部門の割合を基に、
21の地域と首都ウランバートルを鉱業

表4.1　鉱業地域と非鉱業地域別の一人当たりGDP 年間成長率と標準偏差

図4.1　鉱業部門の割合（2010～2021年の平均、％）

図4.3　鉱業地域と非鉱業地域の就業率

図4.2　鉱業地域と非鉱業地域の一人当たりGDP 平均 （100万トゥグルグ）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

鉱業部門 モンゴル

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

モンゴル
オルホン
ドルノド

ウムノゴビ
スフバートル
セレンゲ

ゴビスンベル
ウランバートル
ダルハン・オール

ドルノゴビ
ホブド
トゥブ

ウブルハンガイ
バヤンホンゴル
ホブスゴル

バヤン・ウルギー
オブス

ゴビ・アルタイ
ドゥンドゴビ
ザブハン
ヘンティー
ブルガン

アルハンガイ 0.0
0.5
0.6
0.7
0.9
1.0
1.0
1.0
1.0
1.6
1.6

3.5
7.4

11.2
11.2

20.3
22.8

24.8
30.9

37.4
49.2

75.2

21.8

0.8
0.7 0.7 0.8

1.0
1.1

1.7

2.0

1.8
1.6

1.9 1.9 2.0

2.2 2.2

1.9 2.0

2.3 2.3 2.3 2.3

2.6

0.8 0.8
0.7 0.7 0.8 0.8 0.7

0.8
1.1 1.0 0.9

1.1
1.3

1.5
1.6 1.7

1.5 1.5 1.6 1.7 1.7

1.4

鉱業地域 非鉱業地域

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

45

50

55

60

65

70
非鉱業地域 鉱業地域

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

非鉱業地域 鉱業地域

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

鉱業部門 モンゴル

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

モンゴル
オルホン
ドルノド

ウムノゴビ
スフバートル
セレンゲ

ゴビスンベル
ウランバートル
ダルハン・オール

ドルノゴビ
ホブド
トゥブ

ウブルハンガイ
バヤンホンゴル
ホブスゴル

バヤン・ウルギー
オブス

ゴビ・アルタイ
ドゥンドゴビ
ザブハン
ヘンティー
ブルガン

アルハンガイ 0.0
0.5
0.6
0.7
0.9
1.0
1.0
1.0
1.0
1.6
1.6

3.5
7.4

11.2
11.2

20.3
22.8

24.8
30.9

37.4
49.2

75.2

21.8

0.8
0.7 0.7 0.8

1.0
1.1

1.7

2.0

1.8
1.6

1.9 1.9 2.0

2.2 2.2

1.9 2.0

2.3 2.3 2.3 2.3

2.6

0.8 0.8
0.7 0.7 0.8 0.8 0.7

0.8
1.1 1.0 0.9

1.1
1.3

1.5
1.6 1.7

1.5 1.5 1.6 1.7 1.7

1.4

鉱業地域 非鉱業地域

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

45

50

55

60

65

70
非鉱業地域 鉱業地域

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

非鉱業地域 鉱業地域

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

鉱業部門 モンゴル

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

モンゴル
オルホン
ドルノド

ウムノゴビ
スフバートル
セレンゲ

ゴビスンベル
ウランバートル
ダルハン・オール

ドルノゴビ
ホブド
トゥブ

ウブルハンガイ
バヤンホンゴル
ホブスゴル

バヤン・ウルギー
オブス

ゴビ・アルタイ
ドゥンドゴビ
ザブハン
ヘンティー
ブルガン

アルハンガイ 0.0
0.5
0.6
0.7
0.9
1.0
1.0
1.0
1.0
1.6
1.6

3.5
7.4

11.2
11.2

20.3
22.8

24.8
30.9

37.4
49.2

75.2

21.8

0.8
0.7 0.7 0.8

1.0
1.1

1.7

2.0

1.8
1.6

1.9 1.9 2.0

2.2 2.2

1.9 2.0

2.3 2.3 2.3 2.3

2.6

0.8 0.8
0.7 0.7 0.8 0.8 0.7

0.8
1.1 1.0 0.9

1.1
1.3

1.5
1.6 1.7

1.5 1.5 1.6 1.7 1.7

1.4

鉱業地域 非鉱業地域

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

45

50

55

60

65

70
非鉱業地域 鉱業地域

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

非鉱業地域 鉱業地域

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

出所： Mongolian Statistical Information Service, 1212.mn

出所：Mongolian Statistical Information Service, 1212.mn

出所：Mongolian Statistical Information Service, 1212.mn

2001-2005 2006-2021

年間成長率 標準偏差 年間成長率 標準偏差

モンゴル 5.3 2.6 4.5 5.3
鉱業地域 11.6 21.7 5.3 16.3

非鉱業地域 4.5 2.0 4.6 6.7
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地域と非鉱業地域とに分類した。この
分類によって、6地域が鉱業地域に該当
した。残りの15地域とウランバートルは
非鉱業地域に分類された。

鉱業地域と非鉱業地域とで、一人当
たり GDP と就業率を比較した。2005年
以降は鉱業地域と非鉱業地域の間に明
らかに格差があることが分かった。所得
水準は鉱業地域の方が高いものの、就
業率は低下し、2007年以降は就業率の
男女格差が拡大した。

資本集約的な鉱業部門の拡大はその
地域の就業率にマイナスの影響を及ぼ
している。差分の差分分析では、2008
年以降、鉱業地域の就業率が5.2％ポイ
ント低下したことが分かった。

鉱業部門が鉱業地域のそのほかの社
会経済変数に与える影響を探るために
は、さらなる分析が必要である。

［英語原稿を ERINA にて翻訳］
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表5.1　推定結果

図4.4　鉱業地域と非鉱業地域の就業率の男女格差
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変数 就業率への影響

鉱業ダミーと時間ダミーの交互作用 -5.204** -5.204***

制御変数
（0.150） （2.226）
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